
横須賀市高齢者保健福祉計画 

（第９期介護保険事業計画を含む）（案） 

 

令和６年度（2024 年度）～令和８年度（2026 年度） 

 

パブリック・コメント手続（意見募集）結果 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公表日】 

令和６年（2024 年）1 月■日 

横須賀市社会福祉審議会 

 

 

 

 

問合せ先：横須賀市民生局福祉こども部介護保険課 

電話 046-822-8308（直通） 

第 24 回横須賀市社会福祉審議会 

高齢福祉専門分科会  

資料２ 

（令和５年 12月 21 日） 



1 
 

横須賀市高齢者保健福祉計画（第９期介護保険事業計画を含む）（案）に

関するパブリック・コメント手続（意見募集）の結果について 

 

１ 意見募集期間 

令和５年（2023年）11月17日（金）から12月６日（水）まで 

 

２ 意見提出者数及び意見件数 

７人の方から18件の意見の提出がありました。 

 

■ 提出状況        ■ 章別の件数 

 

提出方法 人 数  項 目 名 件 数 

直接提出 ０人  第１章 計画策定の趣旨 ０件 

郵 送 ０人  第２章 高齢者を取り巻く状況と本市の課題 ０件 

ファクス ０人  第３章 計画の基本目標 ０件 

E - m a i l ７人  第４章 施策の展開  

そ の 他 ０人   方針１ それぞれの状態に応じた健康づくり ４件 

合 計 ７人   方針２ 地域における支え合いの基盤づくり １件 

    方針３ 認知症との共生 ０件 

    方針４ 高齢者本人と家族を支える 

     ネットワークの充実 

 

７件 

    方針５ 介護保険制度の持続可能で安定的な 

     運営 

 

４件 

   その他、意見や要望 ２件 

   合 計 18件 
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３ 提出された意見の概要及びそれに対する考え方 

第１章～第３章 （P.１～P.28） 

 意見はありませんでした。 

 

第４章 施策の展開 方針１ それぞれの状態に応じた健康づくり（P.30～P.39） 

No 意見の概要 考え方 

１ 【(P.36)１（３）①介護予防・生活支

援サービス事業の推進】 

「短期集中的に専門的なサービス

を受けることで自立に向けた機能向

上が図れる人を対象に、デイサービス

以外の多様な通いの場のひとつとし

て、民間のトレーニングジムの利用料

を補助するというサービスの創設を

検討」したとあるが、これについては

良い方針であると考える。 

一方で、「検討の結果、既存のデイ

サービスにもトレーニング機能を備

えた事業所があることや、高齢者のト

レーニングジムへのニーズがどれく

らいあるのか見込むのが難しく」実現

には至らなかったとの記載があった。 

これに対して、デイサービスではな

くトレーニングジムを活用すること

で、回復し要支援の対象から外れても

継続しやすくなるため、回復見込みの

ある高齢者にとって十分にニーズが

あるのではないかと考えた。 

よって、再度実現を検討するべきで

はないか。 

また、一度回復した高齢者は再度要

支援の対象となる可能性が高いと考

えられるため、継続的にトレーニング

ジムに通えるように少額の利用料補

助をしてはどうかということを提案

する。 

（健康部健康増進課確認） 

短期集中サービスの利用対象者は、

要支援者や事業対象者であるため、第

９期計画期間においても、今までと同

様にサービスの実施方法やデイサービ

ス以外の通い場について一般介護予防

事業と合わせながら検討してまいりま

す。 

２ 【(P.37)１（３）③基準緩和型訪問・ （介護保険課確認） 
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No 意見の概要 考え方 

通所サービス（訪問型・通所型サービ

スＡ）】 

障がい者が介護保険に移行すると、

使えなくなるサービスがあると聞い

て不安になっています。 

65歳以上となり障害サービスから介

護サービスに移行した場合、基本的に

は介護サービスを優先して利用してい

くことになりますが、重複しないサー

ビスについては引き続き障害サービス

を利用することができます。自立した

生活を継続していくうえで不安がない

よう、ケースワーカーやケアマネジャ

ーとよく相談していくことが重要で

す。 

３ 【(P.37)１（３）④要支援者に対する

訪問・通所相当サービス】 

チェックリストで利用できるサー

ビスがあることは知られていないの

で、周知が必要である。 

（介護保険課確認） 

総合事業の介護予防・生活支援サー

ビス事業は、『基本チェックリスト』を

受けて生活機能が低下していると判定

され、事業対象者となった方が使える

サービスです。 

介護予防訪問介護相当サービス（ホ

ームヘルプ）や介護予防通所介護相当

サービス（デイサービス）等を利用す

ることができます。 

上記のサービスは要支援１、２の方

も利用することができますが、事業対

象者の判定には有効期間がなく、窓口

で受けてその場で判定が出るのが要介

護認定との違いです。 

介護予防・生活支援サービスは、生

活機能を維持し、要支援（要介護）状

態になることを予防するために重要な

サービスです。 

現在、介護認定申請に来られた方な

どに窓口でご案内をしておりますが、

今後は市のホームページへの掲載やチ

ラシの作成などにより周知に努めてま

いります。 

 

４ 【(P.39)１（３）⑧シニアリフレッシ （福祉施設課・介護保険課確認） 
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No 意見の概要 考え方 

ュ事業の実施】 

シニアリフレッシュ事業として、対

象となる高齢介護者に対してマッサ

ージ等の施術費の一部を助成すると

記載されているが、介護者がマッサー

ジを受けるための時間を工面できな

いのではないかと考える。 

施術費の助成だけでなく、レスパイ

トの時間を確保するためにもショー

トステイの施設を増やすべきではな

いか。 

レスパイトのためのショートステイ

については利用希望も多いことは承知

していますが、多くが介護施設併設と

なっており、介護施設が増えないとシ

ョートステイの増設は難しいと考えて

います。 
介護施設については、施設へのヒア

リングや居所変更実態調査の結果、入

所待機者数が非常に多い状態ではない

ため、整備は行わない予定です。 

 

第４章 施策の展開 方針２ 地域における支え合いの基盤づくり（P.40～P.53） 

No 意見の概要 考え方 

５ 【(P.42～)２（１）社会参加の支援】 

住民主体による生活支援活動や生

涯学習・まちづくりなど、社会参加に

つながるメニューを豊富化して参加

を促し、生きがいづくりと介護予防を

積極的にすすめることが重要。 

（福祉総務課確認） 

ご指摘のとおり、「社会参加」は生き

がいづくりや介護予防を進めるために

大変重要な要素です。 

社会参加につながる多様なメニュー

の中から、その人その人の生き方や興

味関心に応じた選択ができる環境づく

りを地域の皆様と一緒に進めてまいり

ます。 

 

 

第４章 施策の展開 方針３ 認知症との共生 

 意見はありませんでした。 
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第４章 施策の展開 方針４ 高齢者本人と家族を支えるネットワークの充実（P.66～P.115） 

No 意見の概要 考え方 

６ 【(P.70)６（１）コラム デジタル機

器を使った情報発信のための支援】 

デジタル機器を使った情報発信の

ための支援としてパソコン・スマホ講

座の実施などが挙げられているが、こ

れらはデジタル機器の使用に積極性

をもつ層にのみ有効な取り組みであ

って、そうでない層や外出が困難な高

齢者との情報格差は埋まらないので

はないだろうか。これに対して、学生

ボランティアを活用し高齢者の自宅

に訪問してデジタル機器の使用方法

や関連する困りごとなどについて説

明する出張デジタル教室の実施を提

案する。 

これについては、安全性の担保のた

めほっとかんや地域包括支援センタ

ー等が主体となってボランティアを

募集し、連携して実施する必要がある

と考える。また、高齢者向けに使いや

すく大きなフォントや簡単なナビゲ

ーション機能等を備えたバリアフリ

ーなデバイスやアプリケーションの

作成に取り組むとよいのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域福祉課確認） 

デジタル機器の使用に積極的でない

方や外出が困難な方について、地域包

括支援センターが関係性を構築しなが

ら介護予防教室や自宅訪問の際に、医

療や健康、介護などの情報の受信ニー

ズに基づいて市公式 LINE の登録方法

を案内するなど支援しています。 
また、地域包括支援センターは参加

者のニーズに基づいて、携帯電話会社

と連携して介護予防教室でスマホ講座

を開催しています。対象者の支援ニー

ズと学生ボランティアとのマッチング

ができるか地域包括支援センターと意

見交換をしていきたいと思います。 
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No 意見の概要 考え方 

７ 【(P.72)６（２）(参考)移動確保のた

めの支援】 

横須賀市の団地数は 35 団地、棟数

は 220 棟、そのうちエレベーターの設

置があるのは 13団地、36 棟である。

4階建て以上は少なくとも135棟ある

のに対し、エレベーターの設置は 36

棟に限られている。（横須賀市の市営

住宅概要 (2023) より） 

要支援・要介護者の搬送サービスと

して、対象が「谷戸など高台」に自宅

がある場合という地理的要因に限ら

れているが、このようにエレベーター

が設置されていない住宅の居住者も

搬送サービスの対象範囲に含むべき

ではないか。 

（介護保険課確認） 
市町村特別給付は、谷戸という横須

賀市独自の地形や、エレベーターの未

設置が多い集合住宅が一定数存在する

現状を踏まえた制度としております。 
計画には詳細に記載しておりません

が、市町村特別給付の搬送サービスの

対象には集合住宅も対象としており、

具体的にはエレベーターが設置されて

いない建物で３階以上に居住する方と

しています。 
 

８ 【(P.80)７（１）①福祉の総合相談窓

口「ほっとかん」における支援】 

一人暮らしなどの方で、親族と疎遠

であったり遠くにいて連絡が取れて

いないご近所のことで相談をしたこ

とがあるが、ほっとかんや民生委員さ

んなどに連絡をしても、たらいまわし

になるなどなかなかつないでもらえ

なった事例がある。 
心ある市民が善意で動こうとして

も応えてもらえないとためらいが生

じ、取りこぼしが起きてしまう。 

（地域福祉課確認） 

福祉の総合相談窓口ほっとかんは、

高齢者総合相談のほか複合的な課題や

制度の狭間の課題を抱える方の相談を

受け付け、課題解決に向け関係機関と

連携して相談支援を行っています。 
ご本人がセルフネグレクトなどで支

援や医療介護サービスを拒否された

り、家族間トラブルが要因であったり

して、行政などによる支援が非常に困

難な事例もあります。現状、こうした

ケースへの対応に大変苦慮しており、

ご近所にお住まいの皆さんが期待する

ような支援が直ちに行えず、ご心配ご

負担をおかけすることになってしまい

申し訳なく思っています。できるだけ

速やかに適切に医療や介護、生活支援

などのサービスにつなげることができ

るよう努めていきます。 
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No 意見の概要 考え方 

９ 【(P.81)７（１）②高齢者総合相談窓

口としての「ほっとかん」の周知】 

 ほっとかんが認知症相談窓口であ

ること、高齢者の総合相談窓口である

ことが分かりにくく周知不足である

とのことだが、ほっとかんの機能を周

知させるためにも名称を変更した方

が良いのではないか。福祉の総合相談

窓口という名称であるが、「福祉」と

いう言葉の対象が分かりにくいため、

主な相談対象を名称に含むべきでは

ないかと考える。 

また、横須賀市のホームページにお

いて、ほっとかんに関するページに辿

り着くことが難しいと感じた。具体的

には、高齢分野の一次相談窓口の役割

を担っているにも関わらず、高齢・介

護・認知症等のキーワードを用いた検

索結果に表示されないことや、横須賀

市のホームページ内の「サービスをさ

がす」という機能で高齢・介護を対象

とした相談窓口を探してもほっとか

んの情報が取得できないことである。

この点に関して改善すべきではない

か。 

（地域福祉課確認） 

福祉の総合相談窓口「ほっとかん」

は、それ以前にあった高齢者総合相談

窓口及び認知症相談窓口を発展させる

形で令和２年４月に設置しました。 

その際、これまでの市の窓口では相

談を受けることが難しかった 8050 問

題、ダブルケア、そして子育て、障害、

生活困窮、虐待、ひきこもりなどの様々

な課題が絡み合った相談を受ける窓口

であることを広報してきました。 

このような様々な課題が絡み合った

相談を受ける窓口であることが周知さ

れつつありますが、その反面、市民の

皆さまからいただく意見などを通じ

て、ほっとかん設置以前に存在してい

た高齢者総合相談窓口がわかりにくく

なったという課題を認識して本計画に

位置付けようとしているものです。 

窓口名称を変更する考えはありませ

んが、ほっとかんが高齢者総合相談窓

口や認知症相談窓口であることの周知

に努めてまいります。 

また、市ホームページの掲載につい

ては、ご意見を踏まえ改善いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 
 

No 意見の概要 考え方 

10 【(P.83)７（２）①地域包括支援セン

ターの周知】 
市には 12 の包括支援センターがあ

る。中学校区に 1つという国の方針か

らすると決して多くはない。遠くにあ

ったり地形の特性から行きにくいと

ころも多い。京急大津の駅前にある

「シャロームひろば」のような出先を

増やすとよい。 

包括委支援センターが身近な相談

先と感じることができるように、周知

が必要である。 

出先は市のホームページなどでも

紹介がないので、直ぐにでも掲載して

はいかがか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域福祉課確認） 

地域包括支援センターは、三職種（主

任ケアマネジャー、保健師、社会福祉

士）がそれぞれの専門性を活かし、三

職種がチームとなって訪問を中心とし

た支援活動を行っており、窓口で相談

を受けるよりも訪問してお話をうかが

うことに力を入れています。 
このため、現時点では、地域包括支

援センターの出先としての相談窓口を

設置していく予定はありません。 
地域包括支援センターについては、

身近な相談窓口であることの周知に一

層努めてまいります。 
なお「シャロームひろば」について

は、大津地域包括支援センターの受託

法人様が、地域住民の方々とのふれあ

い拠点を設置するにあたり、地域包括

支援センターが担う相談機能も取り入

れたものです。市のホームページ等で

の紹介については、受託法人様と相談

しながら対応を検討いたします。 
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No 意見の概要 考え方 

 

11 【(P.104)９（１）①地域ケア会議及

び在宅療養連携会議の開催】 

「顔の見えるネットワークを構築」

するための案として会議の開催が挙

げられているが、多職種連携を推進す

るためにより踏み込んだ関係性の構

築機会が必要なのではないか。 

その案として、インターネット上で

チャット形式で気軽に情報共有ので

きるシステムを整備することを提案

する。 

また、定期的な関係機関への訪問も

重要であると考える。会議において、

「基本的な方向性を打ち出し、様々な

事業を企画、実施する」と記載されて

いるが、関係を強化しより良い支援を

提供するためにも、定期的なフィード

バックと改善の機会が重要であると

考えるため、実施しているのであれば

記載するべきではないか。 

（地域福祉課確認） 

医療介護に従事する皆さんのコミュ

ニケーションにおいて、現状よりも連

絡の手間を小さくできる仕組みを取り

入れたり、お互いをよく理解するため

に施設訪問をしたりすることは「顔の

見えるネットワーク構築」に向けて大

変重要でありご意見に共感します。 

具体的な進め方については、地域ケ

ア会議及び在宅療養連携会議で検討し

ていきたいと考えます。 

地域ケア会議及び在宅療養連携会議

では、メンバー任期の２年間を１サイ

クルとして事業の企画、実施からその

評価を行い、次期メンバーへ引き継い

でいます。 

ご意見を踏まえ、計画書の記載を修

正します。 

 

 

 

 

12 【(P.106)９（１）②入退院時の多職

種連携の推進】 

状況に応じて、介護から医療に移行

したり戻ったりすることがあるが、当

事者や家族にはわかりにくい。理解し

た上でスムーズにサービスが使える

ように支援していただきたい。 

（地域福祉課確認） 

自宅や施設で介護を受けながら暮ら

している方が入退院したり、訪問看護

を受けたりする場面で、医療保険と介

護保険の併用や切り替えなど制度上、

分かりにくい部分があると思います。 

医療介護の専門職が本人及び家族の

理解度に応じた丁寧な説明ができるよ

う、さらなる連携強化に向けた支援に

市として努めてまいります。 
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第４章 方針５ 介護保険制度の持続可能で安定的な運営（P116～P.158） 

No 意見の概要 考え方 

13 【(P.136)13（１）②処遇改善への働き

かけ】 

第９期中に、高齢化率が３２％を超

え、そのうち後期高齢者が 20％に達す

る見込みであることを考えると、少子

化による介護従事者の不足が大変懸念

される。 

報酬や処遇改善を図るよう国に申し

入れるとともに、市内での雇用にイン

センティブをつけるなどの工夫が必要

ではないか。 

（介護保険課確認） 

今後も介護従事者の不足が見込ま

れておりますので、引き続き、国に対

して報酬改定や処遇改善の働きかけ

を行っていきます。 

また、介護従事者の雇用に対する

インセンティブについては、他都市

の取り組み事例を参考に、本市の支

援策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 【(P.138)13（２）②外国人介護人材の

育成支援】 

外国人介護人材の育成支援につい

て、横須賀市に多数ある日本語サロン

などと連携し、社会資源として活用し

ていくべきではないかと提案する。 

（介護保険課確認） 

本市ではこれまで、日本語サロン

との連携は行っていませんでした。

貴重なご提案をいただき、誠にあり

がとうございます。 

今後、市内で展開する各サロンの

活動内容を調査し、外国人介護人材

育成支援事業との連携可否について

検討してまいります。 
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No 意見の概要 考え方 

15 【(P.142)14（１）②施設・居住系サー

ビス事業所の整備計画】 

介護老人福社施設へのヒアリング結

果から「入所申し込みをしている人の

うち、すぐに入所が出要な人は 1 施設

あたり実質 0 人から 5 人程度である」

と記載されているが、「すぐに入所が必

要な人」の定義について明文化するべ

きであると考える。 

（福祉施設課確認） 

「すぐに入所が必要な人」につい

ては、国資料にもあるように、「将来

の不安からとりあえず申し込む人」

が一定数いると所管施設から聞いて

いたため、入所の見込みが高い実質

的な入所申込者を把握するために、

介護老人福祉施設にヒアリングを行

いました。 

 ヒアリング時に、「すぐに入所が必

要な人」の定義を明示しませんでし

たが、ヒアリングの回答内容からこ

ちらの趣旨と合致した結果となって

います。 

合致はしていますが、ヒアリング

先に明示していないため、第９期計

画書には定義を明文化せず、第 10期

計画書での記載を検討していきま

す。 
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No 意見の概要 考え方 

16 【(P.143) 14（１）②施設・居住系サ

ービス事業所の整備計画】 

長期療養が必要な場合、国の方針で

療養病床をなくし、医療保険で介護が

受けられる「介護医療院」ができてい

るようだが、県下に 6 か所のみで近く

にはない。在宅のだけでは担えないニ

ーズがあるので、市内にも誘致してい

ただきたい。 

（福祉施設課確認） 

本市には、介護保険が適用される

療養病床（介護療養病床）を持つ施設

がなく、医療保険が適用される療養

病床（医療療養病床）を持つ施設があ

ります。 

介護医療院を本市に設置する場合

は、本市にある医療療養病床を介護

療養病床に転用するか、新規に開設

するかのいずれかです。 

介護医療院は、人員・設備基準とも

にハードルが高く、誘致を行う場合

は、長期に渡る検討や交渉が必要と

なり、第９期計画においては、困難で

す。 

転用が実現の可能性が高いと思わ

れますが、県調査にて、対象施設に転

用の意向を確認した結果、希望があ

りませんでした。 

また、県保健医療計画との整合も

必要なるため、同計画を確認しなが

ら、第 10期計画に向けて検討してい

きます。 
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その他、意見や要望 

No 意見の概要 考え方 

17 介護離職が取りざたされるようになっ

てきた。きょうだいが少なくなり親の介護

を担う子どもの負担が増している。 
しかし、いったん仕事を止めてしまうと

再就職は厳しい。働きながら介護等の手続

きや介護休暇の取得がしやすいよう、市内

企業の理解促進を図る工夫が必要である。 

（介護保険課確認） 

介護離職に関しては深刻な問題

だと認識しています。ご指摘のと

おり、従業員が取得することので

きる介護休業や介護休暇につい

て、経営者（雇用主）側の理解が

必要不可欠です。 

各企業へ介護休暇制度の趣旨

を周知するとともに、市役所での

介護申請手続きが負担にならな

いよう適宜見直しを行い、介護離

職の防止へつなげてまいります。 

 

 

18 国は、「ケアマネジャーの有料化」を導入

しようとしています。自立支援のためケア

プランを作成するケアマネジメントは重

要です。有料になってしまうと、お互い相

談しにくくなるのは必至です。 
堅持するよう国に働きかけてください。 

また、今後の利用増に備え介護保険の維持

のためにも、手続きを簡略化して医師やケ

アマネの負担を軽くして行くことが必要

ではないでしょうか。 

（介護保険課確認） 

「有料化」については、今後も国

の動向を注視しつつ、現状を堅持

するよう積極的に働きかけを行

っていきます。 

また、市役所に対する各種届出

も簡素化し、介護現場職員の負担

軽減にも努めてまいります。 

 


